
津市上下水道事業公告第１５号 

 次のとおり総合評価一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年

津市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

  令和４年６月１３日 

 

              津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 入札に付する事項 

 ⑴ 工事名  令和４年度下工公補継第２号 

藤方第２雨水幹線築造工事 

 ⑵ 工事場所 津市藤方地内 

 ⑶ 工事概要 泥土圧シールド工（仕上り内径３，４００ｍｍ）１５１７ｍ 

特殊マンホール工 １２箇所 

鋼管削進工(内径１，３５０ｍｍ～１，５００ｍｍ) １４ｍ 

 ⑷ 工期   契約の締結の日から起算して１，６１６日間 

 ⑸ 予定価格 ４，０９３，９１５，０００円（税抜き） 

２ 入札方式に関する事項 

⑴ 総合評価落札方式 

   本工事は、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第

１８号）第３条（基本理念）にかんがみ、津市建設工事総合評価落札方式

試行要領（平成２０年１２月２２日施行。以下「総合評価落札方式試行要

領」といいます。）に基づき、入札時に、価格と価格以外の要素を総合的

に評価して落札者を決定する総合評価落札方式とします。 

  ア 総合評価方式の類型 

    技術提案型（総合評価落札方式試行要領第３条第１号） 

  イ 評価項目、評価の内容、配点 

別紙「総合評価落札方式評価項目一覧」のとおり 

ウ 総合評価点の算出 

    加算方式：総合評価点＝価格点（７０点満点）＋価格以外の評価点

（３０点満点） 

価格点の算出方法は以下のとおりとします。 

(ｱ) 入札価格＞低入札価格調査基準価格の場合 

価格点＝７０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（低入札価格

調査基準価格－失格基準価格）／１０＋（入札価格－低入札価格調

査基準価格）｝ 

(ｲ) 入札価格≦低入札価格調査基準価格の場合 

価格点＝７０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（入札価格－

失格基準価格）／１０｝ 

エ 評価方法及び落札者決定方法 

    入札が無効でない者のうち、予定価格の範囲内で失格基準価格以上の



者について総合評価点を算出します。総合評価点が最も高い者を落札者

とし、総合評価点が最も高い者が複数ある場合は、開札立会人によるく

じ引きにより決定するものとします。 

    ただし、総合評価点が最も高い者が行った入札が、調査基準価格を下

回った入札であった場合は、落札者の決定を保留し、⑵低入札価格調査

を実施するものとします。 

  オ 評価項目算定資料の配布 

(ｱ) 配付期間 令和４年６月１３日（月）から同年７月１日（金）まで 

   (ｲ) 配付場所 津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当又は

津市ホームページ「入札・契約」からダウンロード 

カ 評価項目算定資料の提出 

  入札参加者は、評価項目算定資料を次のとおり提出し、以下の書類が

揃っているか、作成に関する要件を満たしているか等の確認を受けなけ

ればなりません。 

 (ｱ) 提出期間 令和４年６月１３日（月）から同年７月１日（金） 

午後５時まで 

 (ｲ) 提出先  津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当 

 (ｳ) 提出方法 持参によることとし、その他の方法は認めません。 

(ｴ) 提出書類 評価項目算定資料は正本１部、副本１２部を提出する

こととします。なお、提出書類の詳細については、各様

式に記載の事項を確認すること。また、ｂ及びｃの資料

において、官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公

団、事業団その他政令で定める法人を含みます。）、都

道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業

（交通（鉄道、空港）、資源エネルギー（電気、ガス、

石油）、通信会社等）とします。 

   ａ 評価項目算定資料届出書【第１号様式】 

    ｂ 施工実績評価資料（津市内での工事施工実績、同種工事施工実績

に関する資料）【第５号様式】、コリンズ登録の写し等 

   ｃ 配置予定技術者評価資料（配置予定技術者の同種工事施工実績に

関する資料）【第６号様式】、コリンズ登録の写し等 

    ｄ 技術提案書（技術提案に関する資料）【第７号様式】 

  キ 評価項目算定資料に係るヒアリング 



技術提案内容の確認及び理解を深めるため、提出された評価項目算定

資料に対するヒアリングを必要に応じて行うとともに、ヒアリングに際

して追加資料の提出を求めることがあります。ヒアリングが必要な場合

は、令和４年７月１１日（月）から同月１２日（火）までの間に開催を

予定しており、詳細は別途対象者に通知します。なお、ヒアリングは、

原則として配置予定の監理技術者に対して行い、配置予定の監理技術者

を含めて３名まで出席できるものとします。 

  ク 技術提案に対する採否の通知 

   (ｱ) 技術提案に対する採否の通知は、令和４年７月１９日（火）まで

に書面により通知します。なお、技術提案が適正と認められた場

合は、当該技術提案に基づく入札を行うものとします。また、技

術提案が適正と認められない項目を標準案に基づいて施工する場

合は、標準案に基づく入札を行うものとします。 

   (ｲ) 入札参加者は、技術提案に対する採否に異議を申し立てることは

できないものとします。ただし、自らの技術提案に対する採否に

ついて通知を受け取った日の翌日から２日以内に書面により説明

を求めることができるものとします。 

ケ 価格以外の評価点の公表（審査結果） 

    令和４年７月２７日（水）に津市ホームページ「入札・契約」にて公 

   表 

コ 審査結果照会 

    令和４年７月２９日（金）までに自らの審査結果について書面により

照会することができます。照会対象項目は、価格点以外の評価項目すべ

てとします。なお、技術提案については、自社分の「周辺環境の影響」、

「曲線部の施工」、「セグメントの止水性」、「建設発生土及び建設廃

棄物の抑制と利活用」、「到達立坑の施工」、「出水期における対策」

における項目ごとの評価点結果のみ照会対象とします。 

 ⑵ 低入札価格調査 

   本工事は、津市低入札価格調査試行要領（平成２０年１２月２２日施行。

以下「低入札価格調査試行要領」といいます。）で規定する低入札価格調

査の対象工事とします。 

   上記２⑴エただし書きにおいて、落札者の決定を保留した場合、総合評

価点が最も高い者を最低価格入札者とし、その者について低入札価格調査



試行要領に規定する低入札価格調査を実施します。なお、あらかじめ低入

札価格調査辞退届を提出した場合は低入札価格調査を実施しません（この

場合、最低価格入札者の入札は辞退となり落札者とはなりません）。 

   低入札価格調査基準価格は、津市契約規則（平成１８年津市規則第４０

号。以下「規則」といいます。）第１２条第１項に規定する最低制限価格

の設定の方法により算出した額とします。 

   低入札価格調査は、低入札価格調査試行要領第７条第２項及び第３項に

基づき実施するものとします。 

   低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者に対して本市から資

料の提出及び事情聴取の協力の要請があった場合は、これに協力すること

とします。 

   なお、低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められる場合には落札者とせず、次順位者を落札者としま

す。この場合において、次順位者が低入札価格調査基準価格を下回った入

札を行った者であった場合には、当該次順位者を最低価格入札者として改

めて低入札価格調査を行うものとします。 

 また、低入札価格調査基準価格を下回って契約する場合、次の事項を適

用します。 

ア 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者で、土木

工事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する技術者

を専任で１名追加して工事現場に配置すること。 

イ 契約保証金を契約金額の１００分の３０以上の額とすること。 

ウ 前払金を契約金額の１００分の２０以内の額とすること。 

 ⑶ 重点調査基準価格 

   低入札価格調査基準価格を下回る入札のうち、重点的に低入札価格調査

を実施する場合における重点調査基準価格は、低入札価格調査基準価格に

１００分の９７を乗じて得た額（１万円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた額）とします。 

 ⑷ 失格基準価格 

   失格基準価格未満の金額の入札は失格とします。 

失格基準価格は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右 

欄に掲げる算出方法により算出した額を合計した額（１万円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた額）とします。 



 ⑸ 積算内訳書の判断基準 

   低入札価格調査試行要領第７条第２項に規定する積算内訳書の判断基準

は、入札時に提出された積算内訳書において、次の表に掲げる全ての費目

について、それぞれ発注者の設計金額に同表に掲げる割合を乗じて得た額

（１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）以上であ

ること。 

区分 直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

土木工事等 ９５％ ８５％ ８０％ ４５％ 

建築工事等 ９３．５％ ８５％ ８０％ ４５％ 

 

 

区分 機器費 

 

直接工事費 共通仮設費 

設計技術費＋

現場管理費＋ 

据付間接費 

一般管理

費等 

機械・電

気設備工

事等 

 

８２％ 

 

９５％ 

 

８５％ 

 

８０％ 

 

４５％ 

３ 入札参加者に必要な資格 

  本件入札は、特定建設工事共同企業体による入札としますので、本件入

札に参加できる者については、本件入札に係る公告日から請負契約の締結

日までの間において、特定建設工事共同企業体の構成員全員が次に掲げる

条件を全て満たし、かつ本件入札の参加資格の認定を受けた特定建設工事

共同企業体とします。 

 ⑴ 特定建設工事共同企業体の構成員共通の資格要件 

区分 算定方法 

土木工事等 
直接工事費×０．９５＋共通仮設費×０．８５＋現場管理

費×０．８＋一般管理費等×０．４５ 

建築工事等 

（直接工事費×９０％）×０．９５＋共通仮設費×０．８

５＋（現場管理費＋直接工事費×１０％）×０．８＋一般

管理費等×０．４５ 

機械・電気

設備工事等 

機器費×０．８２＋直接工事費×０．９５＋共通仮設費×

０．８５＋（設計技術費＋現場管理費＋据付間接費）×

０．８＋一般管理費等×０．４５ 



  ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しない者 

  イ 津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領（平成１８年１月１日施

行。以下「条件付一般競争入札実施要領」といいます。）第４条第１項

に掲げる要件を備えている者 

  ウ 条件付一般競争入札実施要領第４条第２項各号の一に該当しない者 

  エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申

立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始

の申立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の

申立て、会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会

社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８

７号）第６４条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）

に基づく整理開始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基

づく更生手続開始の申立てがなされた者であって、手続開始決定の日を

基準日とする経営事項審査（その日以後迎えた決算日を基準日とする経

営事項審査を受けている場合にあっては、当該経営事項審査）の結果に

基づき、建設工事について入札参加資格を認められ、かつ、再生計画又

は更生計画が認可された者を除きます。 

  オ 本工事の設計業務の受注者（オリジナル設計株式会社）又は当該受注

者と資本若しくは人事面において関係がある者でないこと。 

    なお、本工事の設計業務の受注者（オリジナル設計株式会社）と資本

若しくは人事面において関係がある者とは、次のいずれかに該当するも

のとします。 

   (ｱ) 本工事の設計業務の受注者（オリジナル設計株式会社）の発行済

株式総数の５０％を超える株式を保有し、又はその出資の総額の５

０％を超える出資をしている者 

   (ｲ) 構成員において代表権を有する役員が、本工事の設計業務の受注

者（オリジナル設計株式会社）の代表権を有する役員を兼ねている

者 

 ⑵ 特定建設工事共同企業体の構成に関する事項 

   特定建設工事共同企業体の結成に当たっては、次に掲げる要件を全て満

たしていること。 



  ア 構成員の数は３者とし、代表構成員、第２構成員及び第３構成員にお

いては、各１者の組み合わせで自主結成すること。 

  イ 運営形態は、全ての構成員が一体となって工事を施工する共同施工方

式であること。 

  ウ 構成員の出資比率の最小限度基準は、２０％以上であること。 

  エ 構成員は、本工事について他の特定建設工事共同企業体の構成員でな

いこと。 

  オ 共同企業体の構成員間で、実質的に経営が同一（当該企業の発行済株

式総数の１００分の５０を超える株式を有し又はその出資の総額１００

分の５０を超える出資をしている場合、若しくは当該企業の代表権を有

する役員を兼ねている場合など、入札に参加する他の入札参加者との間

に資本的又は人的関係がある者）でないこと。 

  カ 構成員の変更は、原則として認めません。ただし、やむを得ない事情

が生じた場合は、本市と協議を行ってください。 

 ⑶ 特定建設工事共同企業体の存続期間 

   本工事の請負契約の相手方となった特定建設工事共同企業体については、

成立してから本工事の請負契約の履行完了後３か月を経過するまで存続す

ること。また、本工事の相手方とならなかった特定建設工事共同企業体は、

本件入札に係る請負契約が締結された日又は締結される見込みがなくなっ

た日までを存続期間とすること。 

 ⑷ 代表構成員の資格要件 

   代表構成員は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事を希望業種として

登載されている者 

  イ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する特定建設業

の許可（土木工事業）を受けている者 

  ウ 三重県、愛知県又は岐阜県内に本店又は支店若しくは営業所等（建設

工事の請負契約を締結する権限を有する者が常駐している事務所をいい

ます。）を有する者 

エ 審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日まで又は令

和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの経営規模等評価結果通

知書・総合評定値通知書に記載の土木一式工事の総合評定値が、１，２

００点以上の者 



  オ 構成員のうち施工能力及び出資比率が最大の者（出資比率が同等の場

合は、施工能力の大きい者） 

  カ 官公庁等で発注され、過去１０年間（平成２４年度以降）に施工が完

了した、次の工事の元請実績を有する者（共同企業体による工事の場合

は代表者。ただし、出資比率２０％以上のものに限ります。） 

土木一式工事で発注された仕上り内径２，８００ｍｍ以上の密閉型シ

ールド工法の工事。 

官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で

定める法人を含みます。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録され

た公益民間企業（交通（鉄道、空港）、資源エネルギー（電気、ガス、

石油）、通信会社等）とします。 

  キ 本工事の施工現場に、一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資

格を有する者で、土木工事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習

修了証を有する監理技術者を専任で配置できる者。（専任で配置予定の

技術者を施工中の他の工事に配置している場合は、契約の締結の日時点

で他の工事の完成検査が終了していること。） 

  ク 本工事のうち推進工事の施工時において、推進工事技士を専任で配置

できること。（推進工事施工時において他の工事等との重複をしていな

いこと。上記⑷キに掲げる監理技術者と兼務可） 

ケ 上記⑷キ及びクに掲げる者は、代表構成員と直接的かつ恒常的な雇用

関係にあること。（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日に

おいて連続３か月以上直接的な雇用関係にある者に限ります。） 

 ⑸ 第２構成員の資格要件 

   第２構成員は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事を希望業種として

登載されている者 

  イ 建設業法第３条に規定する特定建設業の許可（土木工事業）を受けて

いる者 

  ウ 本市の区域内に本店又は支店若しくは営業所等（建設工事の請負契約

を締結する権限を有する者が常駐している事務所をいいます。）を有す

る者 

  エ 本市の区域内に本店を有する場合は、令和３年度の土木一式に係る格

付区分がＡ１で、総合点が、１，０００点以上又は令和４年度の土木一



式に係る格付区分がＡ１で、総合点が、１，０００点以上の者としま

す。 

    本市の区域内に支店若しくは営業所等（建設工事の請負契約を締結す

る権限を有する者が常駐している事務所をいいます。）を有する場合

は、審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日まで又は

令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの経営規模等評価結果

通知書・総合評定値通知書に記載の土木一式工事の総合評定値が、１，

１００点以上の者とします。 

  オ 本工事の施工現場に、一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資

格を有する者を専任で配置できること。（配置予定の技術者が施工中の

他の工事に従事している場合は、請負契約の締結日時点で他の工事の完

成検査が終了していること。） 

  カ 上記⑸オに掲げる者は、第２構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係に

あること。（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において

連続３か月以上直接的な雇用関係にある者に限ります。） 

⑹ 第３構成員の資格要件 

   第３構成員は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

ア 津市競争入札参加資格者名簿において土木一式工事を希望業種として

登載されている者 

  イ 建設業法第３条に規定する特定建設業の許可（土木工事業）を受けて

いる者 

  ウ 本市の区域内に本店を有する者 

  エ 令和３年度又は令和４年度の土木一式に係る格付区分がＡ１の者 

  オ 本工事の施工現場に、一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資

格を有する者を専任で配置できること。（配置予定の技術者が施工中の

他の工事に従事している場合は、請負契約の締結日時点で他の工事の完

成検査が終了していること。） 

  カ 上記⑹オに掲げる者は、第３構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係に

あること。（本件入札に係る入札参加資格審査申請書の提出日において

連続３か月以上直接的な雇用関係にある者に限ります。） 

４ 入札参加資格審査申請書等の配付 

⑴ 配付期間 令和４年６月１３日（月）から同年７月１日（金）まで 

 ⑵ 配付場所 津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当又は津市ホ



ームページ「入札・契約」からダウンロード 

５ 入札参加資格審査申請書等の提出等 

  入札参加者は、上記３に定めるところに従い特定建設工事共同企業体を結

成した上、次に掲げるところにより書類等を提出し、本件入札の参加資格の

認定を受けなければなりません。 

なお、提出期間に当該書類等を提出しない特定建設工事共同企業体又は本

件入札の参加資格が認定されなかった特定建設工事共同企業体は、本件入札

に参加することはできません。 

⑴ 提出期間 令和４年６月１３日（月）から同年７月１日（金）午後５時 

まで 

 ⑵ 提出先  津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当 

 ⑶ 提出方法 持参によることとし、その他の方法は認めません。 

 ⑷ 提出書類 入札参加資格審査申請書等は、正本１部を提出することとし

ます。なお、提出書類の詳細については、各様式に記載の事項

を確認すること。 

  ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 

  イ 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

  ウ 使用印鑑届 

  エ 委任状 

  オ 特定建設工事共同企業体構成員の状況調書 

  カ 配置予定技術者等届出書 

  キ 上記３⑷カに規定する施工実績を証する書類（施工実績届出書及び工

事内容等が確認できる書類） 

  ク 各構成員の特定建設業の許可証の写し 

  ケ 各構成員の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（審 

査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日まで又は令和２ 

年１０月１日から令和３年９月３０日までのもの） 

  コ 配置予定技術者の資格証の写し 

  サ 配置予定技術者等との雇用関係が確認できる書類 

シ 各構成員の営業所専任技術者証明書又は専任技術者一覧表の写し（建

設業許可（更新）申請に必要な専任技術者調書の写し） 

  ス 宣誓書 

 ⑸ 入札参加資格審査結果の通知 



  ア 入札参加資格の審査結果は、令和４年７月５日（火）までに代表構成

員に対し、特定建設工事共同企業体資格審査結果通知書により通知しま

す。 

  イ 入札参加者は、入札参加資格が認定されなかった場合、特定建設工事

共同企業体資格審査結果通知書を受けとった日の翌日から２日以内に書

面により説明を求めることができるものとします。 

６ 設計図書の閲覧等 

⑴   閲覧 

  ア 閲覧期間 令和４年６月１３日（月）から同年７月２６日（火）まで 

  イ 閲覧場所 津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当及び津市

ホームページ「入札・契約」 

 ⑵ 購入 

  ア 購入期間 上記⑴アに同じ 

  イ 購入場所 津市半田１４１ 

         アサヒ感光社（電話 ０５９－２２６－５２１４） 

７ 工事の質疑等 

 ⑴ 評価項目算定資料及び落札者決定基準書に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和４年６月２２日（水）正午までに指定の質問書により

ＦＡＸ又は持参にて、津市上下水道管理局上下水道管理課契

約財産担当に提出してください。 

なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期限時刻必着とし、

必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和４年６月２８日（火）までに津市ホームページ「入札

・契約」にて掲載します。また、回答に対する再質問は認め

ないため、質問書には質問内容を明確に記載し提出してくだ

さい。 

 ⑵ 見積に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和４年７月６日（水）正午までに指定の質問書によりＦ

ＡＸ又は持参にて、津市上下水道管理局上下水道管理課契約

財産担当に提出してください。 

なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期限時刻必着とし、

必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和４年７月１３日（水）までに津市ホームページ「入札



・契約」にて掲載します。また、回答に対する再質問は認め

ないため、質問書には質問内容を明確に記載し提出してくだ

さい。 

８ 入札方法 

  入札方法は、郵便による入札とし、入札書及び積算内訳書（指定様式に限

ります。）を指定された封筒に封入の上、一般書留又は簡易書留のいずれか

の方法で郵送するものとし、持参は認めません。 

 ⑴ 入札書の郵送期間 

特定建設工事共同企業体資格審査結果通知書受領の日から令和４年７月

２６日（火）までに日本郵便株式会社津中央郵便局（以下「津中央郵便局

」といいます。）必着とします。ただし、津中央郵便局が、令和４年７月

２６日（火）のゆうゆう窓口営業時間のいずれかの時間帯に窓口業務を休

止した場合に限り、同月２７日（水）までに津中央郵便局に到着したもの

を有効とします。 

 ⑵ 入札書の郵送提出先 

   〒５１４－８７９９ 日本郵便株式会社津中央郵便局留 津市上下水道

管理局 上下水道管理課宛 

９ 開札の日時及び場所 

 ⑴ 日時 令和４年８月４日（木）午前９時００分から 

 ⑵ 場所 津市上下水道庁舎２階入札室 

10 入札保証金 

  入札保証金は免除します。 

11 契約保証金 

  契約の締結の際に契約金額の１００分の１０以上（低入札価格調査対象者

と契約する場合は契約金額の１００分の３０以上）の契約保証金を納付しな

ければなりません。ただし、規則第２７条第１項に規定する有価証券等又は

金融機関等若しくは保証事業会社との保証委託契約の保証証書を提供するこ

とにより、契約保証金の納付に代えることができます。 

  また、規則第２８条第１項第１号に規定する履行保証保険契約に係る保険

証券又は同項第２号に規定する工事履行保証契約に係る保証証券を提出する

ことにより、契約保証金の納付を免除することができます。 

12 開札の立会い 

  開札に当たり、資格を有すると認められた者の中から立会人２者を選定し、 



該当者に連絡します。 

13 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

 ⑴ 競争入札に参加する資格のない者が入札をしたとき。 

 ⑵ 申請書類等に虚偽の記載があるとき。 

 ⑶ 申請書類等に不備があるとき。 

 ⑷ 同一の入札参加者が、２以上の異なる評価項目算定資料により技術提案

を行ったとき。 

 ⑸ 適正な代理権限を欠いた者によって手続が行われたとき。 

 ⑹ 入札者が同一事項の入札に対し２以上の入札をしたとき。 

 ⑺ 入札者又はその代理人が他人の入札の代理をしたとき。 

 ⑻ 著しく信義に反する行為をしたとき。 

 ⑼ 入札に際して連合等の不正行為があったとき。 

⑽ 入札書に入札者（構成員全者）の記名押印のないとき。 

⑾ 入札金額を訂正しているとき。 

⑿ 入札書の日付がない又は特定建設工事共同企業体資格審査結果通知書受 

領の日から開札日までの期間内の日付となっていないとき。 

 ⒀ 入札書の記載事項が確認できないとき。 

 ⒁ 入札書に指定された事項が記載されていないとき。 

 ⒂ 指定された郵送方法以外の方法により入札書を提出したとき。 

 ⒃ 入札書が提出期限までに提出されないとき。 

 ⒄ 積算内訳書が同封されていないとき。 

 ⒅ 積算内訳書に入札者（代表構成員）の記名押印のないとき。 

 ⒆ 入札金額と積算内訳書の合計金額が異なるとき。 

 ⒇ 意思表示が民法上無効とされる入札をしたとき。 

(21) 開札前において入札参加資格要件を満たさないことが明らかな者が入札

をしたとき。 

(22) 本市が配付する郵便入札専用の指定封筒等以外の封筒で入札書を郵送し 

たとき。 

(23) 指定封筒等に指定された事項が記載されていないとき。 

(24) 指定封筒等に記載された件名と同封された入札書の件名が異なるとき。 

(25) 前号までに掲げるもののほか、本市が特に指定した事項に違反したとき。 

14 落札者決定基準 



  藤方第２雨水幹線築造工事落札者決定基準書のとおりとします。 

15 公正な入札の確保 

 ⑴ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはなりません。 

 ⑵ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加

者と入札価格又は入札参加意思についていかなる相談も行わず、独自に入

札価格を決定しなければなりません。 

 ⑶ 入札参加者は、開札の前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的

に開示してはなりません。 

16 契約書作成の要否 

  契約書作成は要とします。また、契約条項については、津市工事請負契約 

約款によるものとします。 

17 その他の注意事項 

 ⑴ 入札書は、入札日（開札日）、共同企業体の名称、各構成員の所在地、

各構成員の名称、各構成員の代表者氏名、各構成員の印（使用印鑑届に押

印された印）､入札金額､工事名及び工事場所を鮮明に表示してください。 

なお、入札書は、指定した封筒に入れ、開札日時、件名及び差出人名を

記入の上、貼合わせ部分３箇所に封印をしてください。 

 ⑵ 前金払 有 

 ⑶ 部分払 有（５回以内） 

 ⑷ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載してください。 

 ⑸ この入札に係る費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

 ⑹ 落札者は、自らが提案し採用された技術提案を履行する費用について落

札者の負担とします。 

 ⑺ 談合情報、天災その他やむを得ない事由により入札を行うことができな

いときは、入札を延期又は中止することがあります。 

なお、入札の中止等に至った場合においても、見積りに係る費用その他

入札に係る一切の費用は補償しません。 



 ⑻ この入札に係る談合情報の通報等があったときは、津市入札談合情報処

理要領（平成１８年１月１日施行）に基づき、落札を保留又は取り消す場

合があります。 

 ⑼ 入札をした者は、入札後において、設計図書等（設計図書、図面、仕様

書、関係書類及び現場等）についての不明を理由として異議を申し立てる

ことはできません。 

 ⑽ 本市は、技術提案自体が提案者の知的財産であることをかんがみ、提案

内容に関する事項が他者に知られないように配慮します。ただし、本市に

提出した書類において開示請求があった場合、津市情報公開条例第７条に

該当しない項目については開示対象とします。 

 ⑾ 本市へ提出した書類は、返却しません。 

 ⑿ 本工事は津市公契約条例（平成２９年津市条例第２２号）第４条第２項

に規定する労働報酬下限額を検討するための対象案件です。 

   労働環境の確保に係る誓約事項及び令和４年度津市公契約条例労働報酬

下限額運用マニュアルを必ず確認してください。 

 

 

担当課（問い合わせ先） 

津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階 

津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当 

電話番号 ０５９－２３７－５８０３ 

ＦＡＸ  ０５９－２３７－５８１９ 


